
　　　とやま呉西圏域調査研究事業補助金交付要綱 

平成２９年５月２６日 

射水市告示第１４４号 

　（趣旨） 

第１条　この要綱は、「とやま呉西圏域連携中枢都市圏形成に係る連携協約」を踏まえ、人

口減少・少子高齢社会においても、活力ある社会経済を維持するため、大学、短期大学及

び高等専門学校（以下「大学等」という。）がとやま呉西圏域（以下「圏域」という。）

をフィールドとして実施する地域課題解決に資する調査研究を支援するため、射水市補助

金等交付規則（平成１７年射水市規則第２８号。以下「規則」という。）第１７条の規定

に基づき、とやま呉西圏域調査研究事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し

必要な事項を定めるものとする。 

　（補助金の交付） 

第２条　市長は、とやま呉西圏域調査研究事業（以下「調査研究事業」という。）に対し、

予算の範囲内において、補助金を交付するものとする。 

　（補助金交付対象者） 

第３条　補助金の交付の対象となる者は、調査研究事業を実施する大学等の教員とする。（以

下「補助事業者」という。）とする。 

　（補助対象事業） 

第４条　補助対象事業は、大学等が圏域をフィールドとして、広域的な課題又は共通する課

題解決に向けた調査研究事業のうち、次に掲げるものとする。 

　⑴　圏域全体の経済成長のけん引に関するもの 

　⑵　高次の都市機能の集積及び強化に関するもの 

　⑶　圏域全体の生活関連機能サービスの向上に関するもの 

　⑷　その他、圏域を構成する高岡市、射水市、氷見市、砺波市、小矢部市及び南砺市（以

下「６市」という。）において協議し、市長が必要と認める調査研究に関するもの 

２　前項の規定に関わらず、国、地方公共団体、公益法人等（公益法人以外の民間団体を除

く。）からの補助金等の交付を受けている場合は、補助金の対象外とする。 

　（補助対象経費等） 

第５条　補助金の交付の対象となる経費は、補助対象事業の実施に必要な経費のうち、別表

に掲げるものとし、補助金の額は、５０万円を限度とする。 

　（補助対象期間） 

第６条　補助対象の期間は、会計年度とする。 

２　補助金は、１の調査研究事業につき、連続して２か年度まで申請することができる。 

　（補助金の交付申請） 

第７条　補助金の交付を受けようとする大学等は、とやま呉西圏域調査研究事業補助金交付

申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

　⑴　調査研究計画書（様式第２号） 

⑵　収支予算書（様式第３号） 

⑶　事業主体の概要説明書（様式第４号） 

⑷　その他市長が必要と認める書類 

　（補助金の交付決定） 

第８条　市長は、前条の規定による申請があったときは、これを審査し、補助金を交付すべ

きと認めたときは、速やかに補助金の交付を決定し、とやま呉西圏域調査研究事業補助金

交付決定通知書（様式第５号）により申請者に通知するものとする。 

　（交付条件） 

第９条　規則第６条の規定により補助金の交付に付する条件は、次に掲げるとおりとする。 

⑴　補助事業に要する経費若しくは補助事業の内容を変更する場合又は補助事業を中止し、

若しくは廃止する場合においては、とやま呉西圏域調査研究事業変更（中止・廃止）承

認申請書（様式第６号）により市長の承認を受けること。ただし、事業費又は事業量の

２割以内の変更の場合は、この限りでない。 



⑵　補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該事業の遂行が困難となった場合に

おいては、速やかに市長に報告して、その指示を受けること。 

　（補助金の交付の請求） 

第１０条　補助金は、補助事業者が調査研究事業を完了した後において交付する。ただし、

市長が特に必要があると認めるときは、補助事業完了前に補助金等の全部又は一部を交付

することができる。 

２　補助事業者は、補助金を受けようとするときは、とやま呉西圏域調査研究事業補助金交

付（概算払・精算払）請求書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

　（実績報告） 

第１１条　規則第１２条の規定による実績報告は、とやま呉西圏域調査研究事業実績報告書

（様式第８号）により当該事業が完了した日から３０日を経過した日又は補助金の交付決

定があった日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに次の書類を添えて市長に

提出しなければならない。 

　⑴　調査研究実績報告書（様式第９号） 

　⑵　収支決算書（様式第１０号） 

　⑶　調査研究事業に係る領収書の写し 

　⑷　その他市長が必要と認める書類 

　（補助金の額の確定） 

第１２条　市長は、前条の実績報告を受けたときは、その内容を審査し、必要に応じて現地

調査を行い、補助金の交付の要件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金等の額を

確定し、とやま呉西圏域調査研究事業補助金確定通知書（様式第１１号）により補助事業

者に通知するものとする。ただし、確定額が第８条により通知した額と同額のときは、確

定の旨の通知を省略することができる。 

　（調査研究成果の活用） 

第１３条　調査研究の成果は、圏域を構成する６市が無償で活用できるものとする。 

　（その他） 

第１４条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

　　　附　則 

　この告示は、公表の日から施行する。 

 

別表（第５条関係） 

補助対象経費 
 経費区分 内　　容
 消耗品等 消耗品の購入に要する経費（１件１万円未満のもの）
 謝金 外部講師の招へい等に要する経費
 旅費 移動に要する経費（外部講師を含む）
 会議費 会場借り上げ、資料作成、印刷製本等に要する経費
 その他経費 その他市長が必要と認める経費


